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2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う東京電力管内の発電容量不足により 3 月 14 日

以降計画停電が実施されたが、急遽かつ未体験の計画停電の実施、近年の医療機器の医療への貢

献度の増大などから、発電容量不足に由来する医療機器の使用停止、能力低下が診療機能に大き

な影響を与えている現状が考えられた。 

そこで、東京電力管内の医療機関のうち計画停電の対象地域となったと考えられた 1948 医療機

関を対象に、平成 23 年 4 月 25 日～平成 23 年 5 月 16 日の間に実施した緊急アンケート調査を実

施した。355 医療機関（回収率 18.2％、解析対象 338 医療機関）からの回答を得ることができ、

計画停電実施下における医療機関における医療機器等の使用状況・実態、ひいては診療機能への

影響などの概要を把握することが出来た。 

これまで計画停電実施下における医療機関の実態に関して、体系的に論じられた資料はなく、

本研究結果により、今後の計画停電に関する提言、災害対策に関する啓発および新しい医療機器

開発の推進といったより包括的な議論を行う上での基本的資料を提供できたものと考える。 

 

計画停電中であっても、多くの医療機関が患者監視装置（心電計、ベッドサイドモニタなど）

などのモニタ関係や輸液ポンプ、人工呼吸器、透析器などの治療関連機器の使用を優先している

（表 ES-1）。一方、一旦は使用制限したものの、後から診療上の必要性が高いと判明した医療機

器として、ＣＴ、Ｘ線撮影装置などの画像診断装置があげられた（表 ES-2）。なお、医療機器で

はないものの電子カルテ・医事課ＰＣ・会計システムなどの情報端末機器も重要であることが判

明した。 

 

表 ES-1 計画停電中であっても使用を優先した医療機器や医療設備など（上位 5位まで） 

医療機器や医療設備の名称 回答医療機関割合 
患者監視装置 70.7% 
シリンジポンプ・輸液ポンプ 64.2% 
人工呼吸器 58.3% 
吸引器 34.3% 
透析器・血液浄化装置 20.4% 
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表 ES-2 後から診療上の必要性が高いと判明した医療機器や医療設備など（上位 5位まで） 

医療機器や医療設備の名称 回答医療機関割合 
ＣＴ 27.5% 
Ｘ線撮影装置 24.9% 
電子カルテ・医事課ＰＣ・会計システム・その他 PC システム 18.6% 
ＭＲＩ 18.0% 
血液検査装置 17.8% 

 

 

多くの医療施設が自家発電装置を持っているにもかかわらず、災害拠点病院や救急救命センタ

ーを除けば多くの医療機関が１／４程度しか全体を補える自家発電装置をもっておらず、現在の

自家発電設備が緊急時のバックアップ用に設けられていることがあらためて確認できた（図ES-1）。 

計画停電中に通常どおりの診療が継続できたのは、救急救命センターで 5 割強、災害拠点病院

およびその他の医療機関で 4 割弱、全体で 3 割弱、救急告示病院で 2 割弱という結果（計画停電

中の診療状態）であった（図 ES-2）。一部のみ継続可能であった場合も 5～6割の診療レベルとい

う結果（図 ES-3）となっており、治療を受ける患者やその家族の立場から考えると、どこの医療

機関に行っても通常の診療を受けることが望まれるが、計画停電中にはそれが必ずしも可能では

ない実態が明らかとなった。 

 

自家発電設備を持っている,
296, 90.5%

持っていない, 31, 9.5%
全体を補える, 57, 26.5%

一部補える, 158, 73.5%

 

図 ES-1 自家発電設備の保有状況および自家発電設備の能力；全体 

 

通常診療, 95, 28.4%

一部診療, 185, 55.4%

診療中断, 54, 16.2%

 

図 ES-2 計画停電中の診療状態；全体 
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図 ES-3 一部継続可能とした場合の診療レベル；全体 

 

 

 

以下に、今後の対策を検討する上で、重要と考えられた 4点を記す。 

 

 

① 自家発電設備の増設 

自家発電設備の保有状況としては、以前のデータよりも高くなっており、一定の評価ができる

ものの、利用限界時間や診療へ与える影響の大きさからは、更なる自家発電設備の増設が必要で

あるものと考えられた。 

一方で、医療機関における自己資金による調達限界もあり、行政支援により推進する必要性も

考えられた。 

なお、夜間などの低負荷時間帯に充電し、ピーク時間帯に発電する NAS（ナトリウム硫黄）電池

システムなどの導入も検討が必要ではないかと考えられた。 

 

 

② 災害マニュアルの拡充 

災害マニュアルについては、8～9 割の医療機関が保有していることが判明したものの、多くの

医療機関が計画停電などを想定していなかったため、機能不全となっている実態も見受けられた

（図 ES-4）。 

今後は今回の震災の経験を生かして各医療機関のマニュアルが災害時に本当に機能するものに

改正する必要があり、医療機関の事情・特徴なども考慮したうえで、事前の取り決め事項に電力

や災害時診療における標準的医療機器やその取り扱い方法に関する記載を追加する必要が考えら

れた。 
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自家発電に対する理解不足,
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4, 8.9%

停電時の訓練をしていない, 3,
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職員の訓練不足, 3, 6.7%

電力に頼らなくて済む細か患
者管理用備品が不足, 1, 2.2%

 

図 ES-4 マニュアルが全く機能しなかった理由；全体 

 

 

③ 今後期待される医療機器の要件 

本アンケート調査全体を通して、医療機器の省エネ化、医療機器の起動時・終了時の時間短縮

化・簡素化および医療機器の蓄電池機能付加などが、これまでの医療機器開発のあり方議論とは

全く別物として、今後期待される医療機器の開発要件となるものではないかと考えられた。 

 

 

以上、本研究から導き出された検討事項などを示したが、一般社会（家庭、会社等）に比べて、

医療機関内でどの程度節電できるかあらためて考えておく必要がある。診療の内容にもよるが医

療機器によっては絶対に電気を止めることができない場合もあること等を考慮して、全く節電で

きないものとそうでないものの分類、しかもそれが病院職員にとって簡単に理解できるようなも

のでなければならないと実践的ではないと考えられる。 

一方で、自家発電設備の増設等は必要な施設では絶対に行わなければならないことであるが、

現在ある自家発電設備が有効に使用されているか、必要ないところで非常電源が使用されていな

いかなどを調査し、非常電源に関する医療関係者に対する啓蒙活動も必要であると考えられる。 

さらに、東京電力管内に限らず国内の電気エネルギーが逼迫していることを考えた場合、医療

には絶対に電気が必要だと言うことを錦の御旗にすることは避ける必要があるとも考えられた。

医療の現場でも可能な限り、節電に努めるという姿勢を社会に示すことが複雑化した社会の共存

に必要であるし、限りあるエネルギーを社会の持続的発展につなげるためにも必要ではないかと

考えられる。 
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